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調査結果等 参考図表 

⑸ 仮置場の場所や受入可能品目等の広報方策【かきくけこ】 

環境省が平成 28 年 1 月に改正した基本方針（五の 4）において、非常災

害時には、災害廃棄物の分別方法や仮置場の運用情報、処理の方針等に関す

る情報発信を積極的に実施するとともに、非常災害時の廃棄物処理に係る住

民理解の確保等に努めるとしている。 

また、対策指針(第 2編 1-8)では、災害廃棄物を適正に処理する上で、住

民や事業者の理解は欠かせないため、発災直後から仮置場の開設予定や収集

の有無等について、できるだけ早い段階で時系列を考慮し、広報計画を立て

ることが必要としており、事前に仮置場の場所や受入可能品目等の災害廃棄

物の排出方法をどのように広報するか定めておくことが重要である。 

さらに、国立環境研究所では、発災時に、仮置場の場所や受入可能品目等

の災害廃棄物の排出方法の明確な広報が遅れると、分別の乱れ、便乗ごみの

排出を食い止めることができず、処理困難な大量の混合ごみを抱えることに

なり、周辺住民から臭気等の苦情が発生するとしており、市民生活の混乱に

つながることが懸念される(前掲図表 1-⑶-①参照)。 

 

【調査結果】 

今回、市町村、県、東北地方環境事務所における仮置場の場所や受入可

能品目等の広報方策の策定に係る取組状況について調査したところ、以下

のような状況がみられた。 

 

ア 市町村の広報方策の策定に係る取組状況 

(ｱ) 市町村災害廃棄物処理計画における広報方策の策定状況 

調査対象とした 227 市町村中、処理計画を策定している 18 市町村に

ついて、仮置場の場所や受入可能品目等の災害廃棄物の排出方法等をど

のように広報するかを定めているか調査したところ、図表 2-⑸-①のと

おり、12 市町村は広報方策を定めているものの、6市町村は定めておら

ず、処理計画を策定していない市町村を含めれば、多くの市町村が、仮

置場の場所や受入可能品目等の広報方策を定めていないことが想定さ

れる。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

⑤基本方針 

（再掲） 

 

 

 

 

⑦対策指針 

（再掲） 
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 図表 2-⑸-① 市町村処理計画における広報方策の策定状況 
（単位：市町村）   

区 分 市町村数 

処理計画を策定済み 18( 7.9％ ) 

 広報方策を策定済み  12( 5.3％ ) 

広報方策を未策定 6( 2.6％ ) 

処理計画を未策定 209( 92.1％ ) 

合計 227 

(注)1 当局の調査結果による。 

2 ( )内は、市町村数（227 市町村）に占める構成比を示す。 

 

(ｲ) 広報方策の策定内容 

東北地方環境事務所は、市町村事務手引において、市町村に対して、

災害廃棄物の分別方法や仮置場の設置等について、効果的な広報方法に

より周知するよう求めている。 

市町村事務手引において、災害時に広報する必要があるとされている

主な項目（7 項目）について、広報方策を策定している 12 市町村の広

報方策の掲載状況をみると、図表 2-⑸-②のとおり、分別方法、収集方

法等の主要な事項は掲載しているものの、災害廃棄物であることの証明

方法や外国人向けチラシ等の項目を掲載している市町村はみられなか

った。 

 

図表 2-⑸-② 市町村処理計画において広報方策を策定している 12 市町村の

掲載内容 

（単位：市町村） 

広報が必要な項目・広報手法 市町村数 

分別方法 12(100％) 

収集方法 12(100％) 

仮置場の開設状況 
（場所、搬入時間、曜日、誘導路、案内図、配置図等） 

11(91.7％) 

仮置場に持ち込んではいけないもの 
（生ごみ、有害廃棄物、引火性のもの等） 

12(100％) 

災害廃棄物であることの証明方法 
（住所記載の身分証明書、罹災証明書等） 

0( 0％) 

外国人を対象としたチラシやホームページ、放送等 0( 0％) 

広報手法 11(91.7％) 

(注)1 市町村事務手引（第 2編第 2章第 6 節）及び当局の調査結果に基づき作成した。 
2 ( )内は、広報方策を策定済みの市町村数（12 市町村）に占める構成比を示す。 

 

 

⑯市町村事務

手引（再掲） 
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イ 広報方策の策定に係る県の支援 

東北 6県のうち、県処理計画を策定している 5 県（青森、岩手、宮城、

秋田及び山形県）の広報方策の策定状況について調査したところ、啓発・

広報する内容及び広報方法について、全県が定めていた。 

特に、秋田県は、県処理計画に、住民へ提供すべき情報を例示し、市町

村は仮置場への便乗ごみの搬入防止やゴミの分別の徹底について啓発・広

報するとしている。さらに、市町村の処理計画のひな型として作成してい

る秋田県マニュアルでは、図表 2-⑸-③のとおり、他県のチラシの作成実

例を掲載するとともに、市町村に対して、速やかに広報できるようチラシ

案を事前作成しておくよう求めている。 

 

図表 2-⑸-③ 市町村災害廃棄物処理計画策定マニュアル 

（平成 30 年 3 月秋田県）（抜粋） 
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広報用チラシの作成例 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

                      ※熊本県益城町の例 

(注) 下線は、当局が付した。 

 

 ウ 東北地方環境事務所の広報方策の策定に係る取組 

   東北地方環境事務所は、前述のとおり、市町村事務手引において、市町

村に対して、災害廃棄物の分別方法や仮置場の設置等について、効果的な

広報方法により周知するよう求めており、チラシや広報車、ホームページ

などの、複数の広報手法を用いることが効果的であるとしている。 

   しかし、東北地方環境事務所は、市町村に対して、仮置場の場所や受入

可能品目等の事項について、具体的な広報方策を策定するよう指導・助言

は行っていない。 

 

【所見】 

  したがって、東北地方環境事務所は、発災直後の災害廃棄物の排出方法等

をめぐる市民生活の混乱を防止する観点から、市町村に対し、各市町村の事

情により異なってくる仮置場の場所や受入可能品目等の事項について、発

災直後に速やかに広報できるように、事前にチラシの案を作成することな

どを盛り込んだ、住民にとって分かりやすい具体的な広報手順をあらかじ

め決めておくよう指導・助言する必要がある。 

 

⑯市町村事務

手引（再掲） 


